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監査委員一般事務事業       143
(監査委員事務局一般事務事業)

  1  15  35  10

４ 計画の推進 地方自治法

１２ スリムで効率的な行政運営の実現

４２ 効率的で健全な行財政運営の推進 上天草市監査委員条例

平成17年度 上天草市監査要領

目的・目標（何のた
めに）

公正・透明で効率的な財政運営

事務事業概要（どの
ようなことを）

監査委員の役割、基本方針、各種監査方針、着眼点、年間計画等を明確にし、地方自治法、上天草市監査要領及
び監査計画に基づき監査（決算審査、棚卸検査、例月出納検査、定期監査、財政援助団体監査）を実施する。
監査では、監査対象部署から提出された調書等で監査を実施し、必要に応じて意見聴取等を行い、誤り等があっ
た場合は、改善を求める。
その後、改善点などを記載した意見書を市長等に提出するほか、公告やホームページを通じて市民に公表する。

対象者（誰に対して
）

予算が伴う全会計及び事務事業

手段・実施方法（ど
のようにするか）

決算審査及び基金運用状況審査（一般会計・特別会計・公営企業会計）、財政援助団体等監査、例月
出納検査（全12回）、棚卸資産検査（水道局・病院）、定期監査

期待される（見込ま
れる）成果（効果）

財政運営の適法性、効率性、妥当性

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

（決算）
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評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）

全体総括（振り返り、反省点）

今後の事業の方向性（改革・改善案）・・・複数選択可 改革・改善による期待成果
(廃止・休止の場合は記入不要)

改革・改善を実現するうえで解決すべき課題（壁）とその解決策

※方向性を以下に記入

監査委員一般事務事業 ― 監査委員事務局 監査係

①施策体系との整合性 見直しの余地がある 結びついている

この事務事業の目的は市の施策体系に結びつく
か？意図することが結果に結びついているか？

年間監査計画を作成し、計画に基づいて定期監査等を実施すること
により、効率的な事務事業の執行が行われ、適正な行政運営が確保
される。

②公共関与の妥当性 見直しの余地がある 公共（妥当である）

なぜ、この事業を行政・市が行わなければなら
ないのか？税金を投入して、達成する目的か？

公正・透明で効率的な行政の運営が求められているため。

③対象・意図の妥当性 見直しの余地がある 適切である

対象を限定・追加すべきか？意図を限定・拡充
すべきか？

公正・透明で効率的な行政の運営であり、妥当である。

④成果向上の余地 向上余地がある 向上余地がない

向上させる余地があるか？成果の現状水準とあ
るべき水準の差異はないか？何が原因で成果向
上ができないのか？

行政運営上の不具合及び改善点を見つけ、指摘及び指導を行う。

⑤廃止・休止や活動削減の成果への影響 廃止・休止（影響あり） 廃止・休止（影響なし）

事務事業を廃止・休止、あるいは活動量を削減
した場合の影響の有無とその内容は？

公正・透明で効率的な行政運営が出来なくなる。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性 他に手段がある（具体的な手段、事務事業）

目的を達成するには、この事務事業以外に他に
方法はないか？類似事業との統廃合ができるか
？類似事業との連携を図ることにより、成果の
向上が期待できるか？

統廃合・連携できる 統廃合・連携できない

監査委員事務局は独立した組織であるため、他の事業との統合・連
携は出来ない。

他に手段がない

⑦事業費の削除余地 削減余地がある 削減余地がない

活動量を下げずに事業費を削減できないか？（
仕様や工法の適正化、住民の協力など）

主な事業費は監査委員の報酬等であるため削減することができない
。

⑧人件費（延べ業務時間）の削減余地 削減余地がある 削減余地がない

やり方を工夫して延べ業務時間を削減できない
か？成果を下げずにより正職員以外の職員や委
託でできないか？

事務事業等の適正な執行について監査を実施しており、関係書類等
の審査時間は必要であり削減することはできない。
また、事務事業等が増加・細分化する程に人員や業務時間が必要で
増加するものと考える。

⑨受益機会・費用負担の適正化余地 見直し余地がある 見直し余地がない

事業の内容が一部の受益者に偏って不公平では
ないか？受益者負担が公平・公正になっていな
いか？

受益者等に受益者負担を求めるものではない。

各種監査等を通じて、より適正な会計事務処理が行われるよう指導・助言等を行い、徐々に改善が図られてきているところで
ある。

廃止 休止 目的再設定 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）
事業のやり方改善（効率性改善） 事業のやり方改善（公平性改善）
現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

監査委員、事務局職員の知識を向上させ、例月監査等で繰り返し指摘している事項の改善が図
られるよう求めていく。
また、その原因をさらに分析し、監査の有効性や効率性の改善に努めたい。

行政事務が複雑・多様化するなかで、より高度で専門的な知識と監査能力の向上が求められています。このため研修機会の確
保や局内での学習機会の確保を図り、効率的で効果的な監査事務の遂行を目指します。


